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研究成果の概要（和文）： 
本研究では、国際法における「交渉」の多機能化を分析した。特に、国際法分野でも近年特

に注目されている多国間環境条約交渉と日本の経済連携協定交渉の分析を通じて、非裁判手続

としての「交渉」（狭義の交渉）を超える多くの交渉機能を明らかにした。なかでも、交渉プロ

セスにおける基底的規範の役割を明らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）： 

This research is devoted to the analysis of the new trend of multi-functional negotiations, 
in examining, in particular, the multinational negotiation process of international 
environmental agreements and of economic partnership agreement. As the result of 
research, it becomes clear that there is some fundamental norms which lead and prescribe 
the negotiation process. 
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１．研究開始当初の背景 
 
 今日の国際社会では、国家間「交渉」の多
様化・多機能化が見られる。伝統的な国際法
学では、紛争処理手続（特に非裁判手続）と
しての「交渉」（狭義の交渉）が分析されて
きたが、これは主に二国間交渉を想定してい
た。他方、現代国際法においては、目的・形
式・効果の点で、狭義の交渉とは質的に大き
く異なる「交渉」が多く見られる。特に、多

数国間条約の構成国交渉や国連安全保障理
事会における政治的交渉、あるいは特定の国
が複数の国と個別に交渉を行う自由貿易協
定（FTA）交渉や経済連携協定（EPA）交渉
が注目されてきた。さらに、国際法との関係
において「交渉」が有する機能、あるいは逆
に、「交渉」において国際法が果たす役割に
ついても大きな変化が見られる。そこで、「交
渉」プロセスにおける国際法や社会規範の働
きを明らかにする必要が生まれた。 



 
２．研究の目的 
 

紛争処理手続としての「狭義の交渉」が前
提としていた二国間交渉とは異なる形態の
交渉、すなわち多国間交渉を分析対象とする。
さらに、研究目的は、多機能化した「交渉」
において、(1) 具体的な交渉の個別内容に即
した実体的規範の機能を明確にすることで
ある。さらに、(2) 交渉自体を枠づける基底
的な規範の存在の有無を確認し、その機能を
明確にすることである。 
 
３．研究の方法 
 
 以下の 2 つの研究を行い、その結果を融合
する。 

(1) 非裁判手続としての「狭義の交渉」で
はない「交渉」に関しては、①裁判所（特に
ICJ）の交渉命令に基づく裁判後の交渉にお
いて、国際法が果たす役割を分析する。また、
②裁判に至ることを選択肢の一つとして意
識する、裁判前の交渉を分析する。 

(2) 紛争解決の文脈で定式化された「狭義
の交渉」ではない「交渉」としての多国間交
渉に関しては、①国連・安全保障理事会（以
下、安保理）における交渉を分析する。特に、
安保理決議採択にいたる過程は、安保理へ持
ち込まれる議題や決議案の事前の交渉も含
めて、多国間交渉・二国間交渉からなる複雑
な交渉である。さらに、②多国間条約制度の
中での交渉を分析する。特に、環境条約や軍
縮条約のような多国間条約制度では、条約運
用の検討に付随する公式・非公式の「交渉」
が頻繁に行われている。 

分析手法としては、一般に公開されている
議事録を分析対象とした実証的分析手法を
採用するが、さらに詳細な分析を行う際には、
研究代表者および分担者が実際に参加した
国際交渉（国際会議）における非公式文書も
用いる。 
 
４．研究成果 
 

(1) 研究分担者・柴田が「遺伝子組換え生
物(LMO)に起因する生物多様性損害に対処す
るための新条約」の多国間交渉を現場にて視
察し、2010 年 10 月名古屋での「責任と救済
に関する名古屋・クアラルンプール補足議定
書」の採択を見届けた。その交渉経緯の分析
から、多国間条約交渉において交渉自体を枠
付けるいくつかの規範を抽出することがで
きた。第１に、新条約の適用範囲や他レジー
ム（WTO レジーム）との関連など新条約が拠
って立つ規範的基盤については、親条約であ
るバイオセイフティーに関するカルタヘナ
議定書(2000 年)の枠組を、交渉国間で異なる

枠組に明確な合意が成立しないかぎり、維持
すべきであるという規範が交渉国間で共有
されていることが見て取れた。この規範は、
交渉マンデートを決定した条約締約国会議
の決議の解釈とも関連するが、原理論として
は、いかなる内容にも合意する主権国家の自
由（親条約を改正する自由を含む）がある中
で、この自由を実質的に制約する規範的意義
を有する。この規範は、親条約との垂直的な
整合性を維持すべきであるという、フランク
教授が主張する正当性(legitimacy)の一要
素であるとも位置づけられる。第 2に、新条
約は、組み換えられた遺伝子をもつ生物の性
質、それが自然環境に及ぼす悪影響のリスク、
その悪影響を「損害」として認識し測定する
方策など、現時点における最先端の科学技術
的な知見と理解に確固たる基礎を持ち得て、
初めて実効性のある法的レジームとなる。名
古屋・クアラルンプール補足議定書の交渉過
程においては、LMO 起因損害の性質などに立
ち入った科学的分析を行い、例えば、立証さ
れるべき因果関係が、損害と LMO 関連活動と
の間ではなく、LMO の特性から、損害と LMO
それ自体の間であるべきである、といった議
論がなされた。つまり、この種の条約交渉に
おいては、科学的妥当性 (based on sound 
science)を確保すべきであるという規範が
交渉国間で共有されていたことが抽出でき
た。これら交渉を枠付ける正当性及び妥当性
の規範は、いずれも交渉国間の合意を促進す
るという機能を有する。親条約との垂直的整
合性＝正当性の確保は、ややもすれば交渉国
が潜在的に抱える政治的対立の蒸し返しに
なり得るような機微な論点につき、対立を回
避し、既存の規範的枠組の中での合意を推進
する。また、科学的妥当性の確保は、遺伝子
組換え技術という、ややもすれば感情的、文
化的な意見の対立を反映しがちな問題に関
し、議論をフォーカスさせ、場合によっては、
各国国内世論を説得する材料となり、交渉国
間の合意を促進する。交渉最終段階にて、新
条約の成否を左右しうる争点となったのが、
その対象に LMOに加えて「その産品(products 
thereof)」を含めるかの問題であった。国内
の消費者団体等の圧力によりこれを含めた
いとする一部交渉国は、カルタヘナ議定書 20
条 3 項(c)で定義されるところの「産品」す
なわち「LMO に由来する加工された素材
(processed material)であって、現代のバイ
オテクノロジーの利用によって複製可能な
遺伝子素材の新たな組合せを有するもの」
(GM 大豆を利用して作られた豆腐などには検
出可能な遺伝子素材が残っている)を新条約
の対象にすることは、上記意味での正当性が
あると主張した。これらの国を説得し、最終
的には LMOのみを対象とする新条約で合意が
成立し得たのは、自ら遺伝子を複製しえない、



つまり生きていない「遺伝子素材」のみが原
因となって生物多様性に悪影響を与えるこ
とは科学的に考えられないという科学的知
見が、交渉国間で共有されたからであった。 

(2) 日本の投資法政策及び交渉プロセス
の分析を行った結果、2002 年を分水嶺として
交渉プロセスに変化が見られた。さらにその
背景として、多数国間投資協定(MAI)の失敗、
WTO ドーハラウンドの停滞、貿易収支の伸び
悩みと資本収支の急増などがあることが明
らかになった。特に、多数国間交渉における
先進国と途上国の間の利害対立を解消する
ことが困難であることから、他の分野とは異
なり、二国間又は地域内の経済協定交渉が幅
広く展開されており、「スパゲッティ・ボー
ル」と呼ばれる複雑な法関係が構築されつつ
あることが明らかになった。他方で、2000 年
代初頭はすでに投資協定仲裁の影響が明確
になりつつあり、各国とも投資協定の締結に
慎重になりつつあり、交渉相手国からの要求
も厳しいものになりがちであるため、日本の
BIT/EPA に一貫性が見られなくなっているこ
とが明らかになった。 

(3) 以上のように、「交渉」の多機能化を
実証分析することにより、一見すると規範考
慮とは異なると捉えられる「広義の交渉」プ
ロセスにおいても、交渉を枠づける基底的な
規範概念が有効に機能していることが明ら
かになった。この結論は、今後、他分野の実
証研究においても極めて有効な分析ツール
になると考えられる。 
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